
19.  4.  15

臆

俺

牡

卸

桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶

桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶桶

乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙

乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙
乙

　

固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税
の

算
出
基
礎
と
な
る
土
地
・
家
屋
の

評
価
額
は
３
年
ご
と
に
評
価
替
え

を
行
っ
て
い
ま
す
。　

年
度
は
原

１９

則
と
し
て
、
評
価
替
え
が
行
わ
れ

た　

年
度
の
評
価
額
を
据
え
置
き

１８
ま
す
。
た
だ
し
、
地
価
が
下
落
し

て
い
る
土
地
に
つ
い
て
は
修
正
を

行
い
ま
し
た
の
で
、
修
正
後
の
価

格
が
新
評
価
額
と
な
り
ま
す
。

 
固
定
資
産
税
と
は  

　

土
地
、
家
屋
、
償
却
資
産
に
つ

い
て
、
毎
年
１
月
１
日
現
在
の
所

有
者
が
、
そ
の
資
産
価
値
に
応
じ

て
納
め
る
税
で
す
。

　

介
護
保
険
料
は
、
毎
年
７
月
に

市
民
税
の
課
税
内
容
な
ど
を
基
に

決
定
し
ま
す
。
そ
の
た
め
、
４
月

･
６
月
･
８
月
の
保
険
料
は
、
仮

徴
収
と
し
て
、
２
月
と
同
額
を
納

め
て
い
た
だ
き
ま
す
。

　

７
月
に
保
険
料
が
決
定
し
た
後
、

年
間
保
険
料
額
と
仮
徴
収
額
と
の

図
書
館
嘱
託
職
員

　

図
書
館
で
は
、
６
月
１
日
以
降

に
採
用
す
る
嘱
託
職
員
を
募
集
し

ま
す
。

　
【
対
象
】
６
月
１
日
現
在
、
司
書

の
資
格
を
有
す
る　

歳
ま
で
の
方

５０

　
【
募
集
人
数
】
若
干
名

　
【
勤
務
内
容
】図
書
館
業
務
全
般

（
簡
単
な
パ
ソ
コ
ン
操
作
を
含
む
）

　
【
勤
務
場
所
】
市
内
各
図
書
館

　
【
勤
務
時
間
】
月
１
２
８
時
間

　
【
報
酬
】
市
規
定
に
よ
る
（
交
通

費
相
当
額
別
途
支
給
）

　
【
雇
用
期
間
】６
月
１
日
〜　

年
２０

３
月　

日
３１

　
【
試
験
日
】
４
月　

日
（
木
）
に

２６

 
都
市
計
画
税
と
は  

　

土
地
、
家
屋
の
所
有
者
が
、
都

市
整
備
な
ど
の
費
用
に
充
て
る
た

め
の
目
的
税
と
し
て
納
め
る
税
で

す
。土

地
の
税
負
担
の

基
本
的
な
考
え
方

　

宅
地
の
負
担
調
整
措
置
に
関
し

て
、
課
税
の
公
平
お
よ
び
制
度
の

簡
素
化
か
ら
、
負
担
水
準
が
低
い

宅
地
に
つ
い
て
は
、
そ
の
均
衡
化

を
促
進
す
る
措
置
を
継
続
す
る
こ

と
と
し
て
い
ま
す
。
負
担
水
準
と

は
、
個
々
の
土
地
の
評
価
額
に
対

す
る
課
税
標
準
額
の
割
合
の
こ
と

で
す
。
税
制
内
容
は
左
表
の
通
り

で
す
が
、　

年
度
の
税
負
担
に
は

１９

次
の
よ
う
な
措
置
が
あ
り
ま
す
。

　
（
１
）
税
額
が
下
が
る
場
合

　

宅
地
等
の
税
負
担
は
、
負
担
水

準
が
、
住
宅
用
地
・
市
街
化
区
域

農
地
で
１
０
０
舒
、
商
業
地
等
で

　

舒
を
超
え
る
土
地
で
、
そ
れ
ぞ

７０れ
負
担
水
準
を
１
０
０
舒
、　

舒
７０

と
し
た
場
合
の
課
税
標
準
額
ま
で

引
き
下
げ
ら
れ
ま
す
。

　
（
２
）税
額
が
据
え
置
か
れ
る
場

合
　

負
担
水
準
が
住
宅
用
地
・
市
街

化
区
域
農
地
で　

舒
以
上
１
０
０

８０

舒
以
下
の
土
地
、
商
業
地
等
の
宅

地
で　

舒
以
上　

舒
以
下
の
土
地
。

６０

７０

　
（
３
）
税
額
が
上
が
る
場
合

　

負
担
水
準
が
、
住
宅
用
地
・
市

街
化
区
域
農
地
で　

舒
未
満
、
商

８０

業
地
等
で　

舒
未
満
の
土
地
は
左

６０

表
の
負
担
水
準
に
応
じ
た
課
税
標

準
額
と
な
り
ま
す
。

家
屋
の
税
負
担
の

基
本
的
な
考
え
方 

　

家
屋
は　

年
度
の
評
価
額
を
据

１８

え
置
き
し
ま
す
。

　

新
築
軽
減（
３
年
お
よ
び
５
年
）

が
終
了
し
た
家
屋
に
つ
い
て
は
、

税
額
が
上
が
り
ま
す
。

住
宅
・
建
築
物
に
係
る

耐
震
改
修
促
進
税
制

（　

年
度
税
制
改
正
） 

１８

　

旧
耐
震
基
準
（
昭
和　

年
５
月

５６

土地に係る固定資産税および都市計画税の主な税制内容

住宅用地･ 市街化区域農地商業地等（非住宅用地・雑種地など）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前年度課税標準額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本則課税標準額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前年度課税標準額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今年度評価額

課税標準額負担水準課税標準額負担水準

本則課税標準額 １００％を超える今年度評価額×７０％ ７０％を超える

前年度課税標準額を据え置く ８０％以上１００％以下前年度課税標準額を据え置く ６０％以上７０％以下

前年度課税標準額＋（本則課
税標準額×５％）です。ただ
し、上記の額が今年度課税標
準額の８０％を上回る場合は
８０％相当額とし、今年度の評
価額の２０％を下回る場合に
は２０％相当額とします

 ８０％未満

前年度課税標準額＋（今年度
評価額×５％）です。ただし、
上記の額が今年度評価額の
６０％を上回る場合は６０％相
当額とし、今年度の評価額の
２０％を下回る場合には２０％
相当額とします

 ６０％未満

※本則課税標準額とは、今年度評価額に住宅用地等特例率を乗じたものです。
※税額＝課税標準額×税率（固定資産税は１．４％、都市計画税は０．２７％）です。

×１００×１００ 負担水準(％)＝負担水準(％)＝

　

日
以
前
の
耐
震
基
準
）
に
よ
り

３１建
築
さ
れ
た
住
宅
で
、
昭
和　

年
５７

１
月
１
日
以
前
の
住
宅
に
つ
い
て

一
定
の
耐
震
改
修
を
行
っ
た
場
合
、

当
該
住
宅
の
固
定
資
産
税
額
（
工

事
費
が　

万
円
以
上
で
、
床
面
積

３０

が
一
戸
当
た
り
１
２
０
平
方
丿
相

当
分
ま
で
）
が
次
の
通
り
減
額
さ

れ
ま
す
。

　

①　

〜　

年
に
耐
震
改
修
が
完

１９

２１

了
し
た
場
合
、
３
年
間
は
２
分
の

１
に
減
額

　

②　

〜　

年
に
耐
震
改
修
が
完

２２

２４

了
し
た
場
合
、
２
年
間
は
２
分
の

１
に
減
額

　

③　

〜　

年
に
耐
震
改
修
が
完

２５

２７

了
し
た
場
合
、
１
年
間
は
２
分
の

１
に
減
額

　

※
固
定
資
産
の
所
有
者
が
住
所

等
を
変
更
し
た
場
合
や
、
住
所
、

住宅用地等特例率
 都市計画税固定資産税区　分
３分の１６分の１小規模住宅用地
３分の２３分の１一 般 住 宅 用 地
３分の２３分の１市街化区域農地

※小規模住宅用地とは、住宅の敷地で１戸につき２００
㎡までの土地です。
※一般住宅用地とは、住宅の敷地で１戸につき２００㎡
を超え、住宅床面積の１０倍までの土地です。

氏
名
等
に
誤
り
が
あ
っ
た
場
合
は

ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

　

詳
し
く
は
土
地
に
つ
い
て
が
課

税
課
土
地
資
産
税
係
緯
４
７
０
・

７
７
２
６
、
家
屋
に
つ
い
て
が
同

課
家
屋
資
産
税
係
緯
４
７
０
・
７

７
２
７
へ
。

　
　

年
の
介
護
保
険
制
度
の
施
行

１２
か
ら　

年
９
月
ま
で
、
市
の
介
護

１７

保
険
被
保
険
者
証
の
有
効
期
限
は

　

年
３
月　

日
と
な
っ
て
い
ま
し

１８

３１

た
が
、　

年　

月
に
介
護
保
険
法

１７

１０

施
行
規
則
が
改
正
さ
れ
、
有
効
期

限
が
廃
止
さ
れ
ま
し
た
。

　

お
手
元
の
被
保
険
者
証
の
有
効

期
限
が　

年
３
月　

日
と
な
っ
て

１８

３１

い
て
も
、
被
保
険
者
証
は
有
効
で

す
。
介
護
が
必
要
に
な
っ
た
と
き

に
は
、
被
保
険
者
証
を
持
参
し
要

介
護
認
定
申
請
を
し
て
く
だ
さ
い
。

　

市
で
は
、
新
た
に
認
定
を
受
け

た
り
更
新
を
行
う
方
か
ら
順
次
、

有
効
期
限
の
記
載
の
な
い
被
保
険

者
証
を
発
行
し
て
い
ま
す
。

　

詳
し
く
は
介
護
福
祉
課
保
険
係

（
内
線
４
９
１
０
、４
９
１
１
）へ
。

４

月

１

日

付 

市

人

事

異

動

　

市
で
は
、
４
月
１
日
付
で
部
課

長
級　

人
お
よ
び
係
長
・
係
員
の

２５

異
動
を
行
い
ま
し
た
。
部
課
長
級

の
異
動
は
次
の
通
り
で
す
（
カ
ッ

コ
内
は
前
職
）。

　
【
部
長
級
】
議
会
事
務
局
長
（
総

務
部
総
務
課
長
）
中
村
三
夫
▽
総

務
部
長
兼
情
報
シ
ス
テ
ム
課
長
事

務
取
扱
（
総
務
部
長
）
永
田
昇
▽

環
境
部
長
（
環
境
部
長
兼
ご
み
対

策
課
リ
サ
イ
ク
ル
推
進
担
当
課
長

事
務
取
扱
）
小
山
満
▽
健
康
福
祉

部
長
・
福
祉
事
務
所
長
兼
務
兼
わ

く
わ
く
健
康
プ
ラ
ザ
担
当
課
長
事

務
取
扱
（
健
康
福
祉
部
長
・
福
祉

事
務
所
長
兼
務
）
迫
田
眞
悟
▽
健

康
福
祉
部
参
事
・
障
害
福
祉
課
長

事
務
取
扱
（
健
康
福
祉
部
主
幹
・

社
会
福
祉
協
議
会
派
遣
）
島
崎
宣

治
▽
子
ど
も
家
庭
部
長
（
企
画
経

営
室
主
幹
・
消
防
事
務
委
託
担
当
）

鹿
島
宗
男
▽
教
育
部
長
（
子
ど
も

家
庭
部
長
）
大
崎
映
二
▽
教
育
部

参
事
・
指
導
室
長
事
務
取
扱
（
東

京
都
）小
谷
野
茂
美
▽
東
京
都（
教

育
部
参
事
・
指
導
室
長
事
務
取
扱
）

西
田
義
貴

　
【
課
長
級
】
企
画
経
営
室
主
幹
・

消
防
事
務
委
託
担
当
（
生
活
文
化

課
長
）
東
淳
治
▽
企
画
経
営
室
主

幹
・
多
摩
北
部
都
市
広
域
行
政
圏

担
当
（
東
京
都
）
飯
島
猛
▽
広
報

課
長
（
総
務
部
主
幹
・
秘
書
担
当

兼
秘
書
係
長
事
務
取
扱
）
坂
東
正

樹
▽
総
務
部
総
務
課
長
（
情
報
シ

ス
テ
ム
課
長
）
田
中
輝
夫
▽
総
務

部
主
幹
・
秘
書
担
当
兼
秘
書
係
長

事
務
取
扱
（
障
害
福
祉
課
長
）
久

保
田
嘉
代
子
▽
生
活
文
化
課
長

（
広
報
課
長
）中
村
元
美
▽
ご
み
対

策
課
リ
サ
イ
ク
ル
推
進
担
当
課
長

兼
リ
サ
イ
ク
ル
推
進
担
当
主
査
事

務
取
扱（
職
員
課
長
補
佐
兼
主
査
・

東
京
た
ま
広
域
資
源
循
環
組
合
派

遣
）
菅
原
信
▽
水
道
課
長
（
水
道

課
長
補
佐
兼
工
務
係
長
）
古
澤
毅

彦
▽
子
育
て
支
援
課
長
（
管
理
課

長
）
井
口
春
男
▽
管
理
課
長
（
地

域
政
策
課
長
）
高
橋
高
一
▽
地
域

政
策
課
長
（
子
育
て
支
援
課
長
）

荒
島
久
人
▽
会
計
課
長
兼
会
計
管

理
者
（
会
計
課
長
兼
副
収
入
役
）

関
一
夫
▽
教
育
部
主
幹
・
教
育
政

策
担
当
（
図
書
館
長
補
佐
兼
図
書

サ
ー
ビ
ス
係
長
）
梅
田
豊
▽
生
涯

学
習
課
長
兼
施
設
管
理
係
長
事
務

取
扱
（
教
育
部
主
幹
・
教
育
政
策

担
当
）
田
中
潤

　
【
消
防
本
部
】次
長
兼
消
防
本
部

主
幹
・
消
防
防
災
担
当
事
務
取
扱

（
次
長
兼
総
務
課
長
事
務
取
扱
兼

消
防
本
部
主
幹
・
消
防
防
災
担
当

事
務
取
扱
）
百
々
義
信
▽
総
務
課

長
兼
管
理
担
当
主
査
事
務
取
扱

（
警
防
課
長
）阿
部
進
▽
警
防
課
長

（
総
務
課
管
理
担
当
主
査
）木
村
哲

典
　

詳
し
く
は
職
員
課
緯
４
７
０
・

７
７
１
６
へ
。

差
額
を
、　

月
・　

月
・
翌
年
２

１０

１２

月
の
３
回
に
分
け
て
納
め
て
い
た

だ
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
　

年
度
の
介
護
保
険
料
は
７
月

１９
中
旬
に
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

※
４
月
・
６
月
・
８
月
の
保
険

料
額
と
比
べ
て
、
年
度
後
半
の　
１０

月
・　

月
・
２
月
の
保
険
料
が
大

１２

筆
記
試
験
を
実
施
。
合
格
者
は
５

月
９
日
（
水
）
に
情
報
処
理
試
験

と
面
接
を
行
い
ま
す

　
【
募
集
要
項
の
配
布
】４
月　

日
１５

（
日
）
〜　

日
（
土
）
に
、
中
央
・

２１

滝
山
・
ひ
ば
り
が

丘
・
東
部
の
各
図
書

館
で
開
館
時
間
内

に
配
布
。
図
書
館

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か

ら
も
取
得
で
き
ま

す
　

申
し
込
み
は
必

要
書
類
を
４
月　
１５

日
（
日
）
〜　

日
２１

（
土
）
の
午
前
８
時

半
〜
午
後
５
時
に

（
４
月　

日
〈
月
〉・

１６

　

日〈
火
〉を
除
く
）、

１７本
人
が
直
接
中
央

図
書
館
２
階
事
務

室
へ
持
参
し
て
く
だ
さ
い
。

　

※
郵
送
不
可
。

　

詳
し
く
は
中
央
図
書
館
緯
４
７

５
・
４
６
４
６
へ
。

幅
に
増
額
ま
た
は
減
額
に
な
る
こ

と
が
見
込
ま
れ
る
場
合
に
は
、
年

間
の
天
引
き
額
を
平
準
化
す
る
た

め
に
、
６
月
・
８
月
の
仮
徴
収
額

を
変
更
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

変
更
し
た
場
合
は
、
個
別
に
お
知

ら
せ
し
ま
す
。

　

詳
し
く
は
介
護
福
祉
課
保
険
係

国
民
年
金
保
険
料
の 

追
納
を
し
ま
せ
ん
か

　
「
保
険
料
免
除
制
度
」「
学
生

納
付
特
例
制
度
」「
若
年
者
納
付

猶
予
制
度
」
の
承
認
を
受
け
た

期
間
は
、
年
金
の
受
給
資
格
期

間
に
含
ま
れ
ま
す
が
、
こ
れ
ら

の
保
険
料
免
除
制
度
を
利
用
し

た
場
合
は
、
保
険
料
を
納
付
し

た
場
合
と
比
べ
て
老
齢
基
礎
年

金
の
年
金
額
が
減
額
さ
れ
ま
す
。

ま
た
、「
学
生
納
付
特
例
制
度
」

や
「
若
年
者
納
付
猶
予
制
度
」

は
老
齢
基
礎
年
金
額
の
計
算
に

入
り
ま
せ
ん
。

　

し
か
し
、
免
除
な
ど
の
承
認

を
受
け
て
い
た
期
間
に
つ
い
て

は
、　

年
以
内
で
あ
れ
ば
、
保

１０

険
料
を
さ
か
の
ぼ
っ
て
納
め
る

こ
と
が
で
き
る
追
納
制
度
が
あ

り
ま
す
。
追
納
に
よ
り
、
将
来

受
給
す
る
年
金
額
が
増
額
し
ま

す
。

　

な
お
、　

年
度
以
前
の
期
間

１６

の
保
険
料
を
追
納
す
る
場
合
は
、

経
過
期
間
に
よ
っ
て
政
令
で
定

め
た
一
定
額
が
加
算
さ
れ
ま
す
。

追
納
を
希
望
さ
れ
る
方
は
、
で

き
る
だ
け
早
く
追
納
す
る
こ
と

を
お
勧
め
し
ま
す
。

　

年
度
の
年
金
額
は

１９
　

国
民
年
金
や
厚
生
年
金
な
ど

の
年
金
額
は
、
実
質
的
な
価
値

が
変
わ
ら
な
い
よ
う
に
物
価
変

動
に
応
じ
て
改
定
す
る
仕
組
み

が
と
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

毎
年
、
総
務
省
が
作
成
す
る

年
平
均
消
費
者
物
価
指
数
の
変

動
率
（
物
価
変
動
率
）
と
当
該

年
度
か
ら
一
定
期
間
さ
か
の

ぼ
っ
た
過
去
に
お
け
る
実
質
賃

金
変
動
率
等
を
基
に
算
出
し
た

率（
名
目
手
取
り
賃
金
変
動
率
）

を
基
に
し
て
年
金
額
が
改
定
さ

れ
ま
す
。

　
　

年
度
の
年
金
額
に
つ
い
て

１９
は
、
次
の
通
り　

年
度
と
同
じ

１８

金
額
に
な
り
ま
し
た
（
金
額
は

い
ず
れ
も
年
額
）。

　
【
老
齢
基
礎
年
金
】　

万
２
１

７９

０
０
円

　
【
障
害
基
礎
年
金
】１
級
が　
９９

万
１
０
０
円 
、 
２
級
が　

万
２

７９

１
０
０
円

　
【
遺
族
基
礎
年
金
】　

万
２
１

７９

０
０
円

　

※
子
の
加
算
額
＝
第
一
子
お

よ
び
第
二
子
が 　

万
７
９
０

２２

０
円
、
第
三
子
以
降
が 
７
万
５

９
０
０
円
。

　

納
付
・
追
納
を
希
望
の
場
合
、

ま
た
は
年
金
額
に
つ
い
て
詳
し

く
は
武
蔵
野
社
会
保
険
事
務
所

緯
０
４
２
２
・　

・
１
４
１
１
へ
。

５６

介
護
保
険
料
特
別
徴
収（
年
金
天
引
き
）の
方
へ

仮
徴
収
の
お
知
ら

仮
徴
収
の
お
知
ら
せせ

固
定
資
産
税

固
定
資
産
税
・・

都
市
計
画
税
の
あ
ら
ま

都
市
計
画
税
の
あ
ら
ま
しし

鞄図書館ホームページアドレス
http://www.lib.city.higashikurume.lg.jp/

介
護
保
険
被
保
険
者
証
の

有
効
期
限
は
廃
止
に

　

歳
以
上
の
方
へ

６５

（
内
線
４
９
１
０
、４
９
１
１
）へ
。

　固定資産税・都市計画税の納税通知
書は５月１日（火）に発送します。
　第１期の納期限は５月３１日（木）です。


